
Ⅵ　収支計算書及び収支計算書に対する注記 

（平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日まで）
（単位：円）

予　算　額 決算額 差   異
(Ｐ) (Ｑ) (Ｐ)-(Ｑ)

Ⅰ 事業活動収支の部
　 1 　 事業活動収入

（1）会費収入 295,700,000 295,600,000 100,000
 ① 正会員会費収入 291,500,000 291,100,000 400,000
 ② 賛助会員会費収入 900,000 900,000 0
 ③ 規格会議会費収入 3,300,000 3,600,000 △ 300,000

（2）事業収入 1,449,600,000 1,668,366,470 △ 218,766,470
 ① 調査研究収入 200,000,000 111,379,802 88,620,198
 ② 試験研究事業収入 600,000,000 950,880,000 △ 350,880,000
 ③ 研究開発収入 8,900,000 14,250,000 △ 5,350,000
 ④ 調査研究会費等収入 139,500,000 151,448,690 △ 11,948,690
 ⑤ 照会相談業務収入 450,000,000 388,442,250 61,557,750
 ⑥ 情報提供業務収入 1,200,000 1,164,244 35,756
 ⑦ 普及事業収入 50,000,000 50,801,484 △ 801,484

（3）他会計からの繰入金収入 210,000,000 48,774,693 161,225,307
 ① 基金特別会計繰入金収入 210,000,000 48,774,693 161,225,307

（4）雑収入 100,000 577,525 △ 477,525
 ① 受取利息収入 100,000 554,423
 ② 雑収入 0 23,102 △ 23,102

事業活動収入計　　　(A) 1,955,400,000 2,013,318,688 △ 57,918,688
2 　事業活動支出
（1）事業費支出 1,499,100,000 1,550,582,519 △ 51,482,519

 ① 人件費支出 368,500,000 0 368,500,000
 ② 調査研究支出 130,700,000 111,407,995 19,292,005
 ③ 試験研究支出 484,000,000 837,688,990 △ 353,688,990 注1
 ④ 研究開発支出 38,000,000 35,826,485 2,173,515
 ⑤ 調査研究会等事業支出 139,500,000 175,510,535 △ 36,010,535
 ⑥ 照会相談業務支出 130,000,000 170,952,416 △ 40,952,416
 ⑦ 情報提供業務支出 700,000 55,300 644,700
 ⑧ 普及事業支出 70,000,000 83,220,176 △ 13,220,176
 ⑨ 標準規格策定支出 53,200,000 29,033,276 24,166,724
 ⑩ 外国関係業務支出 28,500,000 32,440,151 △ 3,940,151
 ⑪ 事務電子情報処理化支出 56,000,000 74,447,195 △ 18,447,195

（2）管理費支出 262,300,000 306,803,931 △ 41,622,498
 ① 人件費支出 43,000,000 92,961,471 △ 49,961,471
 ② 賃借料支出 156,000,000 141,069,194 14,930,806
 ③ 租税公課支出 35,000,000 45,388,769 △ 10,388,769
 ④ 会議費支出 6,000,000 4,931,653 1,068,347
 ⑤ 委託費支出 5,000,000 5,312,433 △ 312,433
 ⑥ 諸会費支出 5,000,000 7,569,000 △ 2,569,000
 ⑦ その他支出 12,300,000 9,571,411 2,728,589

（3）他会計への繰入金支出 193,600,000 164,653,717 28,946,283
 ① 基金特別会計繰入金支出 193,600,000 164,653,717 28,946,283

事業活動支出計      (C) 1,955,000,000 2,022,040,167 △ 67,040,167
事業活動収支差額　  (A)-(C) 400,000 △ 8,721,479 9,121,479

Ⅵー１　一　般　会　計　収　支　計　算　書

　科　　　　　　　目 備　　考



Ⅱ 投資活動収支の部
　 1 　 投資活動収入

（1）他会計からの繰入金収入 0 0 0
 ① 基金特別会計繰入金収入 0 0 0

（2）敷金戻収入 0 10,922,629 △ 10,922,629
投資活動収入計　　　(A) 0 10,922,629 △ 10,922,629

2 　投資活動支出
（1）他会計への繰入金支出 0 0 0

 ① 基金特別会計繰入金支出 0 0
（2）固定資産取得支出 1,000,000 0 注2
（3）敷金・保証金支出 0 2,201,150 △ 2,201,150

投資活動支出計      (C) 1,000,000 2,201,150 △ 1,201,150
投資活動収支差額　  (A)-(C) △ 1,000,000 8,721,479 △ 9,721,479

Ⅲ 財務活動収支の部
　 1 　 財務活動収入 0 0 0
財務活動収入計　　　(A) 0 0 0

2 　財務活動支出 0 0 0
財務活動支出計      (C) 0 0 0
財務活動収支差額　  (A)-(C) 0 0 0

Ⅳ 予備費支出 99,400,000 0 99,400,000

当期収支差額 △ 100,000,000 0 △ 100,000,000
前期繰越収支差額 100,000,000 100,000,000 0
次期繰越収支差額 0 100,000,000 0

注１　事業収入の各項の一の収入額がその予算額を上回った場合には、会長が別に定めるところにより、
その上回った額の範囲内においてこれを当該項の事業費の支出額に加えて支出に充てることができる。

　２　固定資産取得支出は次の項目に含まれる。
（1）事業費支出

 ② 調査研究支出 945,000 円
 ⑤ 調査研究会等事業支出 422,940 円
 ⑥ 照会相談業務支出 34,849,500 円
 ⑧ 普及事業支出 489,090 円
 ⑪ 事務電子情報処理化支出 31,720,805 円

（2）管理費支出
 ⑤ その他支出 1,813,845 円



1 　重要な会計方針
（1）資金の範囲には、現金・預金、未収会費、未収入金、未払金、前払金、仮払金、立替金、
　　 預り金及び内部貸借勘定を含めている。

2 次期繰越収支差額の内容は、次の表に示すとおりである。 （単位：円）
科　　　目 前期末残高 当期末残高

現金預金 85,790,893 22,168,009
未収会費 2,400,000 0
未収入金 967,723,461 1,075,736,664
前払金 14,522,588 13,689,347
仮払金 7,831,262 8,467,858
立替金 75,624 68,627
特定周波数変更対策業務特別会計貸付金 122,524,222 86,928,781
特定周波数終了対策業務特別会計貸付金 99,967,543 104,408

合計（Ａ） 1,300,835,593 1,207,163,694
未払金 634,786,453 777,842,319
前受金 0 3,833,310
預り金 8,737,662 6,743,114
特定周波数変更対策業務特別会計借入金 1,676,061 1,722,286
特定周波数終了対策業務特別会計借入金 20,833 0
基金特別会計借入金 555,614,584 317,022,665

合計（Ｂ） 1,200,835,593 1,107,163,694
次期繰越収支差額 （Ａ）－（Ｂ） 100,000,000 100,000,000

3 当年度の収支予算書が従前の会計基準により作成されているため、本収支計算書の予算額につ
いては、「公益法人会計における内部管理事項について」（平成17年3月23日　公益法人等の
指導監督等に関する関係省庁連絡会議幹事会申合せ）に示された3区分の様式に組み替えて表
示している。

Ⅵ－２　収支計算書に対する注記 



 （平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日まで）
（単位：円）

予　算　額 決算額 差   異

(Ｐ) (Ｑ) (Ｐ)-(Ｑ)

Ⅰ 事業活動収支の部
　 1 　 事業活動収入

（1）事業収入 5,269,925,000 5,238,951,006 30,973,994
① 交付金収入 5,269,925,000 5,238,951,006 30,973,994

  　 （2）国庫債務負担行為交付金収入 28,773,828,000 12,576,729,494 16,197,098,506
　  　 ① 国庫債務負担行為交付金収入 28,773,828,000 12,576,729,494 16,197,098,506

（3）雑収入 0 1,359,449 △ 1,359,449
① 受取利息 0 1,359,449 △ 1,359,449

事業活動収入計        (A)　　　　 34,043,753,000 17,817,039,949 16,226,713,051
2 　事業活動支出 #
 （1）事業費支出 34,047,359,000 17,805,417,249 16,241,941,751

① 事業費 - 17,354,162,384 -
② 支払利息 261,315,000 230,341,006 30,973,994
③ 事務電子情報費 - 14,916,746 -
④ 管理費 - 205,997,113 -

事業活動支出計        (C)　　　　 34,047,359,000 17,805,417,249 16,241,941,751
事業活動収支差額　    (A)-(C) △ 3,606,000 11,622,700 △ 15,228,700

Ⅱ 投資活動収支の部
　 1 　 投資活動収入

（1）特定預金取崩収入 0 584,643 △ 584,643
 ① 退職給与引当預金取崩収入 0 584,643 △ 584,643

投資活動収入計　　　(A) 0 584,643 △ 584,643
2 　投資活動支出
（1）特定預金取得支出 0 4,662,844 △ 4,662,844

 ① 退職給与引当預金支出 0 4,662,844 △ 4,662,844
（2）敷金・保証金支出 0 6,185,050 △ 6,185,050

投資活動支出計      (C) 0 10,847,894 △ 10,847,894
投資活動収支差額　  (A)-(C) 0 △ 10,263,251 10,263,251
当期収支差額 △ 3,606,000 1,359,449 △ 4,965,449
前期繰越収支差額 3,606,000 3,606,127 △ 127
次期繰越収支差額 0 4,965,576 △ 4,965,576

注　（1）事業費支出①事業費、③事務電子情報費、④管理費の合計予算額は33,786,044,000円である。

　Ⅵー３　 特定周波数変更対策業務特別会計収支計算書 

　科　　　　　　　目 備　　考



1 　重要な会計方針
（1）資金の範囲には、現金・預金、未収入金、未払金、前払金、仮払金、立替金、 預り金及
　　び内部貸借勘定を含めている。

2 次期繰越収支差額の内容は、次の表に示すとおりである。 （単位:円）
科　　　目 前期末残高 当期末残高

現金預金 1,737,894,703 1,692,027,884
前払金 0 1,790,294
仮払金 2,121 612,059
一般会計貸付金 1,676,061 1,722,286
未収入金（国庫債務負担行為分） 52,140,422,401 46,877,213,895

合計（Ａ） 53,879,995,286 48,573,366,418
未払金 10,216,988,937 1,164,583,009
預り金 3,067,052
一般会計借入金 122,524,222 86,928,781
借入金（国庫債務負担行為分） 43,536,876,000 47,313,822,000

合計（Ｂ） 53,876,389,159 48,568,400,842
次期繰越収支差額 （Ａ）－（Ｂ） 3,606,127 4,965,576

3 当年度の収支予算書が従前の会計基準により作成されているため、本収支計算書の予算額につ
いては、「公益法人会計における内部管理事項について」（平成17年3月23日　公益法人等の
指導監督等に関する関係省庁連絡会議幹事会申合せ）に示された3区分の様式に組み替えて表
示している。

Ⅵー４　収支計算書に対する注記 



 （平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日まで）
（単位：円）

予　算　額 決算額 差   異

(Ｐ) (Ｑ) (Ｐ)-(Ｑ)

Ⅰ 事業活動収支の部
　 1 　 事業活動収入
  　(1)　雑収入 0 365 △ 365
　  　 ① 受取利息 0 365 △ 365
事業活動収入計        (A)　　　　 0 365 △ 365

2 　事業活動支出
 （1）事業費支出 0 104,000 △ 104,000

　  　 ① 人件費 0 104,000 △ 104,000
 （2）管理費支出 0 408 △ 408

　  　 ① 人件費 0 408 △ 408
事業活動支出計        (C)　　　　 0 104,408 △ 104,408
事業活動収支差額　    (A)-(C) 0 △ 104,043 104,043

Ⅱ 投資活動収支の部
　 1 　 投資活動収入

（1）特定資産取崩収入 0 104,408 △ 104,408
 ① 退職給与引当資産取崩収入 0 104,408 △ 104,408

投資活動収入計　　　(A) 0 104,408 △ 104,408
2 　投資活動支出

投資活動支出計      (C) 0 0 0
投資活動収支差額　  (A)-(C) 0 104,408 △ 104,408
当期収支差額 0 365 △ 365
前期繰越収支差額 0 89 △ 89
次期繰越収支差額 0 454 △ 454

注 1 特定周波数終了対策業務特別会計は、投資活動収支及び財務活動収支を表記しない。

　Ⅵー５　 特定周波数終了対策業務特別会計収支計算書 

　科　　　　　　　目 備　　考



1 　重要な会計方針
（1）資金の範囲には、現金・預金、および内部勘定を含めている。

2 次期繰越収支差額の内容は、次の表に示すとおりである。 （単位：円）
科　　　目 前期末残高 当期末残高

現金預金 90,450,950 104,862
未収入金 126,990,835 0
一般会計貸付金 20,833 0

合計（Ａ） 217,462,618 104,862
未払金 117,494,986 0
一般会計借入金 99,967,543 104,408

合計（Ｂ） 217,462,529 104,408
次期繰越収支差額 （Ａ）－（Ｂ） 89 454

Ⅵー６　収支計算書に対する注記 



 （平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日まで）
（単位:円）

予　算　額 決算額 差   異

(Ｐ) (Ｑ) (Ｐ)-(Ｑ)

Ⅰ 事業活動収支の部
　 1 　 事業活動収入

（1）特定資産運用収入 30,000,000 40,563,977 △ 10,563,977
 ① 公益事業基金利息収入 30,000,000 40,563,977 △ 10,563,977

（2）雑収入 1,200,000 3,258,842 △ 2,058,842
 ② 受取利息収入 1,200,000 3,258,842 △ 2,058,842

事業活動収入計　　　（A） 31,200,000 43,822,819 △ 12,622,819
　 1 　 事業活動支出

（1）他会計への繰入金支出 210,000,000 48,774,693 161,225,307
 ① 一般会計繰入金支出 210,000,000 48,774,693 161,225,307

事業活動支出計　　　（C） 210,000,000 48,774,693 161,225,307
事業活動収支差額　　（A）－（C） △ 178,800,000 △ 4,951,874 △ 173,848,126

Ⅱ 投資活動収支の部
　 1 　 投資活動収入

（1）特定資産取崩収入 178,800,000 325,233,381 △ 146,433,381
 ① 退職給与引当資産取崩収入 0 2,691,757 △ 2,691,757
 ② 減価償却積立資産取崩収入 0 5,518,959 △ 5,518,959
 ③ 事業資金積立資産取崩収入 178,800,000 317,022,665 △ 138,222,665

（2）他会計からの繰入金収入 193,600,000 164,653,717 28,946,283
 ① 一般会計繰入金収入 193,600,000 164,653,717 28,946,283

投資活動収入計　　　（A） 372,400,000 489,887,098 △ 117,487,098
　 1 　 投資活動支出

（1）特定資産支出 193,600,000 723,527,143 △ 529,927,143
 ① 退職給与引当資産支出 13,600,000 19,574,115 △ 5,974,115
 ② 減価償却引当資産支出 180,000,000 144,972,411 35,027,589
 ③ 事業資金積立資産支出 0 558,980,617 △ 558,980,617

（2）繰入金支出 0 0 0
 ① 一般会計繰入金支出 0

投資活動支出計　　　（C） 193,600,000 723,527,143 △ 529,927,143
投資活動収支差額　　（A）－（C） 178,800,000 △ 233,640,045 412,440,045

Ⅲ 財務活動収支の部
　 1 　 財務活動収入 0 0 0
財務活動収入計　　　 (A) 0 0 0

2 　財務活動支出 0 0 0
財務活動支出計       (C) 0 0 0
財務活動収支差額　   (A)-(C) 0 0 0

当期収支差額 0 △ 238,591,919 238,591,919
前期繰越収支差額 0 555,614,584 △ 555,614,584
次期繰越収支差額 0 317,022,665 △ 317,022,665

　Ⅵー７　 基 金 特 別 会 計 収 支 計 算 書 

　科　　　　　　　目 備　　考



1 　重要な会計方針
（1）資金の範囲には、内部貸借勘定を含めている。

2 次期繰越収支差額の内容は、次の表に示すとおりである。 （単位：円）
科　　　目 前期末残高 当期末残高

一般会計貸付金 555,614,584 317,022,665
合計 555,614,584 317,022,665

次期繰越収支差額 555,614,584 317,022,665

3 当年度の収支予算書が従前の会計基準により作成されているため、本収支計算書の予算額につ
いては、「公益法人会計における内部管理事項について」（平成17年3月23日　公益法人等の
指導監督等に関する関係省庁連絡会議幹事会申合せ）に示された3区分の様式に組み替えて表
示している。

Ⅵｰ８　収支計算書に対する注記 



（平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日まで）

　　　科　　　　　目　　　　 合　　計 一 般 会 計
周波数変更
特別会計

周波数終了
特別会計

基金特別会計 内部取引消去

Ⅰ　事業活動収支の部
1 　事業活動収入
（1）会費収入 295,600,000 295,600,000 - - -
（2）事業収入 6,907,317,476 1,668,366,470 5,238,951,006 - -
（3）他会計からの繰入金収入 0 48,774,693 - - - △ 48,774,693
（4）国庫債務負担行為交付金収入 12,576,729,494 - 12,576,729,494 - -
（5）特定資産運用収入 40,563,977 - - - 40,563,977
（6）雑収益 5,196,181 577,525 1,359,449 365 3,258,842

事業活動収入計      (A) 19,825,407,128 2,013,318,688 17,817,039,949 365 43,822,819
1 　事業活動支出
（1）事業費支出 19,356,103,768 1,550,582,519 17,805,417,249 104,000 -
（2）管理費支出 306,804,339 306,803,931 - 408 -
（3）他会計への繰入金支出 0 164,653,717 - - 48,774,693 △ 213,428,410

事業活動支出計      (C) 19,662,908,107 2,022,040,167 17,805,417,249 104,408 48,774,693
事業活動収支差額    (A)-(C) 162,499,021 △ 8,721,479 11,622,700 △ 104,043 △ 4,951,874

Ⅱ　投資活動収支の部
1 　投資活動収入
（1）特定資産取崩収入 325,922,432 - 584,643 104,408 325,233,381
（2）敷金等戻り収入 10,922,629 10,922,629 - - -
（3）他会計からの繰入金収入 0 - - - 164,653,717 △ 164,653,717

投資活動収入計      (A) 336,845,061 10,922,629 584,643 104,408 489,887,098
1 　投資活動支出
（1）特定預金取得支出 4,662,844 0 4,662,844 - -
（2）特定資産取得支出 723,527,143 0 - - 723,527,143
（3）敷金保証金支出 8,386,200 2,201,150 6,185,050 - -

投資活動支出計      (C) 736,576,187 2,201,150 10,847,894 0 723,527,143
投資活動収支差額    (A)-(C) △ 399,731,126 8,721,479 △ 10,263,251 104,408 △ 233,640,045

Ⅲ　財務活動収支の部
1 　財務活動収入 0 0 0 0 0

財務活動収入計      (A) 0 0 0 0 0
1 　財務活動支出 0 0 0 0 0

財務活動支出計      (C) 0 0 0 0 0
財務活動収支差額    (A)-(C) 0 0 0 0 0

当期収支差額 △ 237,232,105 0 1,359,449 365 △ 238,591,919
前期繰越収支差額 659,220,800 100,000,000 3,606,127 89 555,614,584
次期繰越収支差額 421,988,695 100,000,000 4,965,576 454 317,022,665
注1　周周波数変更特別会計は特定周波数変更対策業務特別会計を示す。

2 周波数終了特別会計は特定周波数終了対策業務特別会計を示す。

 Ⅵー９　収支計算書総括表  

　　　   （単位:円）


